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概要 

現在の R&D 統計の標準的体系においては、 R&D に投入されるマンパワーは FTE ( 専従換算 ) によって 測 

定 される。 しかし、 実際の測定方法は 国によって異なっており、 国際比較可能性 (internationalcomparability) 

が確保されているとは 言い難い。 科学技術政策の 立案等に広く 用いられる R&D マンパワ一の 統計データに こ 

のような深刻な 問題があ ることは、 これまでほとんど 認識されてれなかった。 本研究は、 若干の実態分析と 

FTR 測定の概念・ 原理の再検討を 通じて、 これは単なる 測定技術上の 問題ではなく、 R&D 統計の原理に 由来 

する問題であ ることを示し、 R&D 統計体系の再構築の 必要性を提示する。 

    R&D 統計におけるⅠ 三 アプローチ : 歴史の概観 

FTE (Fulltimeequivalence) とは、 一般的な意味では 人員を数える 方法のひとっであ る。 その名称が示す 

ように、 フルタイムでない 人員 ( すなわちパートタイム 人員 ) の人数を、 フルタイムの 人員に換算して 数える 

方法であ る。 R&D 統計においては、 R&D 活動に直接投入されたマンパワーが FTE によって測定される。 そ 

の 基本的な考え 方は、 研究開発従事者はフルタイムのスタッフによって 実施されるだけでなく、 パートタイム 

の人員 ( 典型的な例は 大学教員 ) によって実施されることが 多いという認識に 基づいている。 

FTE は 、 R&D 従事者の活動内容を R&D とその他の活動に 区分することにより 測定される。 この区分を定 

量的に決定するために、 普通、 1 年間の勤務時間の 内訳が測定される。 しかし、 場合によっては、 給与を基準 

とする方法や 職 (pos 血 on) の雇用契約の 内容に基づく 方法もあ り得る 1 。 

このように R&D 統計に FTE を用いるアプローチ 2 ( 以下、 FTE アプローチと 呼ぶ ) は、 OECD の "Frascati 

Manual" の 初版 (1964 年 ) において国際的な 標準的方法として 提案された。 同マニュアルの 初版から現行の 

第 5 版 (1993 年版 3) に至るまで、 具体的な記述のいくつかは 増強されたものの、 FTE の基本的な概念や 原 

理は ついての記述はほとんど 変わっておらず、 その意味でこのアプローチは 当初の考え方がそのまま 広く受け 

入れられているということができる。 特に、 1985 年 6 月に OECD 本部で開催された「高等教育部門の 科学技 

術 指標に関するワータショップ」 4 を期に、 FTE 測定は単なるアイディアでなく 実現された方法論と 見なされ 

るようになり、 それ以降の NESTI 会合においては、 各国での測定実施状況と 測定結果は話題にされるものの、 

測定精度を高めるための 方法論すら各国の 独自の問題と 考えられ、 議論されることはほとんどなかった。 

一方、 日本は、 OECD 加盟国のなかで FTE 測定を実施していない 数少ない国のひとつであ ったため、 現在 

1 給与を基準にする 方法では、 あ る人員の給与の 50% が R&D に対して支払われる 場合、 活動時間によらず、 この人員を 
0 ， 5FTE と数える。 一方、 職を基準にする 方法では、 あ る 職 (poSition) の職務内容が 労働契約上、 研究と教育を 50% づ 
っ の比重で行 う よ う 定められているならば、 この人員は 0 ・ 5FTE と計測される。 後者は pos Ⅲ 0n.base の測定と呼ばれる。 

2 FTE による測定自体は R&D 従事者を対象として 行われるが、 その測定結果は 研究開発費の 測定にも適用される。 R&D 
統計上の研究開発費には R&D 従事者の人件費が 含まれているためであ る。 また、 例えば、 企業においてあ る設備が R&D 
と製造で共用される 場合、 その設備の建設費用は FTE データに基づく 比率で按分して 研究開発費に 計上される。 
3 2003 年に第 6 版が発行予定であ り、 現在、 そのための改訂作業が 進行中であ る。 

4 このワークショップは OECD 科学技術政策委員会 (CSTP) の NESTI ( 科学技術指標各国専門家 ) 作業部会が開催し 
た。 FTE に関しては、 bestpractice を有する国の 具体的な測定方法が、 いわば模範的事例として 提示された。 
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に 至るまで、 FTE 測定が科学技術統計・ 指標の重要課題として 検討されてきた。 1985 年の OECD.NESTI 会 

合において日本代表者から「国際比較の 観点から、 日本の FTE データの必要性を 感じている」旨の 発言があ 

り 、 その測定の実現がいわば 国際的な公約となったため、 1980 年代の後半から 90 年代半ばにかけて FTE 測 

定に関わる様々な 試みがなされた。 また 1994 年には、 総務庁統計局が 大学教員を対象に 活動時間調査を 行い、 

1998 年より、 この調査で得られたデータに 基づく FTE 値が OECD に報告されている。 このように、 日本で 

の議論や試みは FTE 測定の実現のみが 目的であ り、 日本の独自の 問題という性格を 帯びていた。 しかし、 最 

近 、 FTE アプローチへの 疑念が浮かび 上がっており、 FTE 測定の根拠となる 原理にまで立ち 返った検討が 必 

要 となっている。 次節以降で、 最近、 顕在化しつつあ る問題の概要を 三つの側面から 述べる。 

2. 国際比較可能性の 問題 

各国における FTE 測定の具体的な 方法を比較することは、 情報が分断され、 特には非公開となっているた 

め、 容易なことではない。 OECD が 2000 年に実施した 小規模な調査は、 OECD 加盟国 9 カ国のみを対象と 

したものであ るが、 FTE データの国際比較可能性の 問題を明確に 示した ( 表 1) 。 その調査結果によると、 概 

して、 R&D 従事者数の多い 国 ( 米国、 日本、 ドイツ、 イギリス ) では FTE の精度の高い 測定はなされてい 

ないが・人口規模の 小さい国のほうが 精練な測定を 行なう傾向があ る。 

原理的にもっとも 精練な FTE の測定方法は、 個別の R&D 従事者の活動時間を 調査し、 それに基づいて FTE 

を 計算する方法であ る。 現在、 そのような時間使用調査に 依拠して FTE を測定している 国は多くはなく、 表 

1 に示した国のなかで 3 つの国の高等教育部門で 実施されているに 過ぎない。 

個別の R&D 従事者の活動時間を 考慮せず、 あ るカテゴリ一に 属する RSE 全体の人数に、 単一の R&D 係 

数を乗じて FTE を計算する方法は、 いくつかの国で 採用されている。 R&D 係数には、 調査に基づくものか 

ら 単なる仮定に 基づくものまで、 様々であ り、 したがって 、 得られるデータの 精度も様々であ ると考えられる。 

表 l  R&D 従事者のⅡ E 測定方法の概要 (OECD による 2000 年調査の結果 つ 

高等教育機関 産 業 政府研究機関 民間非営利機関 

日 本 + 時間使用調査に 依拠 ・調査客体が 測定   調査客体が測定   調査客体が測定 

米 国 (Head-countjfiu@)    調査客体が測定 (Head  -count 測定 ) (Head  -count 測定 ) 

l ドイツ     Position-base  の測定 @  .Position-base  の測定 @  ,Position-base  の測定 @  ( 調査対象外 )   

イギリス   調査客体が測定   調査客体が測定   調査客体が測定   調査客体が測定 

ノルウェー + 時間使用調査に 依拠 ・調査客体が 測定   調査客体が測定   調査客体が測定 

ポルトガル   センサスの個人テーセンサスの タに依拠 個人デー・センサスの 個人デー・センサスの 個人 デ一 
タに 依拠 タに 依拠 タに 依拠 

ベルギー   謂査 客体 が 測定 
0 R&D 係数を使用 

  調査客体が測定 
  調査客体が測定   調査客体が測定 

ギリシャ + 時間使用調査に 依拠 ・調査客体が 測定   調査客体が測定   調査客体が測定 

スイス 
0 R&D 係数を使用 

      ( 調査客体の判断 )   
  調査客体が測定   調査客体が測定 ( 調査対象外 )   

ポ -- ラ、 y;/ ド   調査客体が測定   調査客体が測定   調査客体が測定   調査客体が測定   

チェコ 
0R&D 係数階級別の 測 <oR&D 係数階級別の 測 今 R&D 係数階級別の 測 0R&D 係数階級別の 測 

定 ( 勤務記録に依拠 )  定 ( 勤務記録に依拠 )  定 ( 勤務 言 E 録に依拠 )  定 ( 勤務記録に依拠 ) 

，日本は平成 14 年 (2002 年 ) 調査より新たに 導入された測定方法について 示した。 ドイツとイギリスは、 別途   
入手した情報に 基づく。 
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FTE を調査客体が 自ら測定して 報告する方法は、 かなり一般的であ る。 この方法では、 調査客体に対し、 

統計部局が測定方法を 提示するなどの 方法により、 測定の適切性を 確保する必要があ る。 

以上のように 測定方法は国によって 大きく異なっており、 測定データの 国際比較可能性が 確保されていると 

は言い難い。 問題は、 いくつかの国の 測定精度が低いことではなく、 各国の FTE 測定方法が多様な 点にあ る。 

ところが、 前述の OECD の調査において、 各国の R&D 統計実施担当者は、 自己評価の質問、 すなわち「貴 

国の FTE 測定の方法は、 国際比較可能性を 妨げていないか ? 」という質問に 対して、 9 カ国のうち 7 国が「 自 

国の方法には 問題ない」と 回答している。 各国の回答者は 他の国の測定方法についてほとんど 知識が無く、 問 

題点を認識していない 場合が多 い ことがわかる。 問題の存在がこれまでほとんど 認識されていなかったことこ 

そ 、 より深刻な問題であ る。 

3. 方法論上の問題点 

FTE 測定の万法論上の 間 題 、 すなむち「 R&D 従事者が R&D @ こ 従事する時間をいかに 測定するか」は、 FTE 

を 巡る問題の中核を 成してきた。 測定の技術的な 困難が大きい 課題としては、 次のようなものがあ る。 

(1) 休暇期間や正規の 労働時間外に 行われる研究活動の 把握 

(2) 一人の人間が 複数の機関において 研究 ( 開発 ) を行うケースの 扱い 

(3)R&D 活動と何の活動との 境界設定 

いずれも従来からの 課題であ るが、 R&D や知識生産の 様式が変化するなかで、 これまで以上に FTE 測定の 

困難を生んでいる。 (1) のような通常の 労働管理の枠覚での 研究活動は、 従来のように 大学だけでなく 企業に 

おいても柔軟な 労働形態が普及したため、 特殊なことではなくなってきている。 (2) については、 特に、 高等 

教育機関に所属する 研究者が高等教育機関以外の 組織で研究 ( 開発 ) を行う場合が 問題となる。 高等教育部門 

の FTE 測定は 、 他の部門とは 異なる方法が 必要となることが 多 い ためであ る。 また、 我が国の大学において 

「産学連携」に 関する活動が 重視されているよ う に、 (2) のようなケースは 増加傾向にあ る。 そして (3) の問題、 

す な む ち R&D の「境界設定問題」は、 研究や R&D の概念や定義が 揺らいで い るなかで、 一層、 困難な課題 

となってきた。 (3) は単に測定技術上の 問題であ ると同時に、 FTE 測定の原理に 関わる問題でもあ る。 

4. 現行のⅡ E アプローチの 原理上の間 題点 5 

。   Frascati Manual" によって国際標準とされている FTE 測定の体系においては、 「一人の R&n 従事者が 

R&D に費やした時間」を「その R&D 従事者の総労働時間」で 除した割合 (R&D 係数 ) として一人の FTE 

値 が定義されている。 この定式化の 問題点は、 FTE の計算の基準となる 総労働時間が 人によって異なること 

であ る。 したがって、 二人の R&D 従事者が R&D に費やす時間が 同じであ っても、 二人の総労働時間が 異な 

れば、 二人の FTE 値は異なることになる。 また、 R&D 従事者の平均的な 総労働時間は 国によって異なるの 

で、 このように計算された FTE の国際比較可能性は 保障されない。 これまで、 FTE に関する議論は 、 R&D 

従事者が R&D に従事した時間をいかに 測定するかという 点に関心が集中していた。 しかし、 FTE を計算す 

るために必要なも う ひとっの要素であ る総労働時間の 方に問題があ るのであ る。 

この問題は、 SNA における FTE の概念と比較することによって、 より明確になる。 SNAg3 において、 FTE 

は 労働投入量の 代替的測定法として 扱われているが、 労働者全体の 平均総労働時間を 基準にするので、 個人ご 

5 第 4 節と第 5 節の内容は、 本論文の著者が FrascatiManual の改定作業メンバ 一の一人として OECD の NESTI 作業 
部会に提出したレポート [ 参考文献 1] に基づいている。 また、 ここに述べた 点以外にも現行の FTE アプローチには 問 
題 があ るが、 それらについても 同 レボートに述べられている。 
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との違 いは 単なる誤差に 過ぎない 6 。 一方、 R&D 統計の FTE 測定は、 前述のように「分数」によって FTE が 

決定される。 言い換えれば、 R&D 統計の「単位 FTE 」は 、 人や組織、 あ るいは国によって 異なるのであ る。 

5. Ⅱ E アプローチの 問題点の解決と 将来展望 

以上のような 問題点の現実世界での 解決、 つまり精度が 高く国際比較が 可能な FTE の測定を実現すること 

は容易ではない。 しかし、 理論的な意味での 解決方法を提示することは 可能であ る。 

まず、 「単位 FTE 」が人によって 異なるという 問題点 は ついては、 R&D 従事者の総労働時間を 測定し、 そ 

の平均値を「 R&D 係数の分母」に 使用することによって 解決できる。 これは、 FTE 測定の方法とデータ 集計 

の アルゴリズムの 変更を要するが、 実現可能であ ろう，。 また、 SNAg3 における労働インプットの 測定のよう 

に、 R&D に投入されたマンパワーを 総時間によって 表示することは、 理論的には優れた 方法といえる。 この 

二つは表示方法が 異なるだけであ り、 測定方法は同一であ る。 多くの国で FTE 測定が簡便法によって 行なわ 

れているので、 多大な労力を 要するこのような 測定方法を国際標準とすることは 容易でないが、 将来的な可能 

性は検討されるべきであ ろう。 

以上のようなより 抜本的な解決とは 別に、 測定に必要な 資金や労力をそれほど 増加させることなく、 国際 比 

較 可能性の向上に 有効な方策は 存在する。 それは、 FTE 値と headcount 値の両方を公表することであ る。 こ 

のことにより、 データを使用する 状況に応じて、 各国の測定方法やデータの 性質を見て、 適切な比較方法を 見 

出すことができる。 たとえ単一の 国際標準から 離れていたとしても、 相互に換算して 比較できれば 良い場合は 

多く、 そのような場合に 有効であ る。 つまり・比較に 必要な操作性 (operationa Ⅲ y) を向上させる。 

6. R&D 統計体系の再構築の 必要性 

FTE の概念が国民経済計算の 体系 (SNA) においては問題を 起こさないのに 対し、 R&D 統計で問題を 引き 

起こすという 事実は 、 R&D 統計体系に深刻な 問題を投げかけている。 R&D 統計のみに FTE の問題が生じた 

原因は、 「 R&D を他の活動から 区別して測定する」という R&D 統計の基本原理に 対する理解の 不足にあ る。 

この原理は、 一見、 あ まりに単純であ り、 これまで深く 考察されることはなかったし、 またそれを現実世界で 

実現する方法論についての 考察も十分になされてこなかった。 つまり、 研究開発支出や 研究開発マンパワ 一の 

測定を、 会計上の概俳であ る「支出」や 経済学的な「労働」と 同様の発想で 捕らえ、 それらの統計量の 単なる 

「部分量」として 測定しょうとした 点に問題の原因があ る。 

現行の R&D 統計は、 国民経済計算の 体系を手本として 構築されたが、 国民経済計算がマクロ 経済学を理論 

的 基礎に持つのに 対し、 理論的基礎を 持っていなかった。 Policytoo1 としての R&D 統計の重要性が 一層 高ま 

っている今日、 R&D 統計の理論的基礎を 再構築する必要性が 高まったことは 偶然ではないと 考えられる。 
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